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　日本社会において政治家や経営者といった「指導的地
位」に占める者の間に、世界の先進諸国の中でも稀に見
るほど大きな男女間格差が存在している。国会における女
性議員の比率は衆議院において9.7%と、世界193ヵ国の
平均値である25.9%を大きく下回っている。民間企業の
役員登用数についても同様で、日本における女性の役員
比率は、わずか7.5%に過ぎない。
　2021年3月に世界経済フォーラム（World Economic 
Forum）が発表した、各国の男女格差を測る「ジェンダー・
ギャップ指数」によると、日本は政治と経済分野で特に
スコアが低く、156 ヵ国中、上から数えてそれぞれ147位、
117位に留まっている。
　こうした日本社会における男女の不均衡を是正しようと
する動きは、1985年に男女雇用機会均等法を制定し、女
子差別撤廃条約を批准するなど、35年以上も前から存在
し、男女平等の実現に向けて、1999年には男女共同参画
社会基本法が成立している。男女共同参画社会の形成と
促進のため、内閣府などを中心に、政府ではこれまで様々
な取り組みがなされてきた。
　しかしながら、ジェンダー・ギャップ指数などに見られ
るように、ジェンダー不平等への問題意識が広がる中で、
男女間の不均衡と格差は、他国と比較しても大きいままに
留まり、なかなか縮まっていないのが現状である。

　なぜ日本社会においてこうした男女格差が生じるのだろ
うか。また、それを小さくするために、我々はどうすれば
よいのだろうか。こうした男女格差を生む要因として様々
なものが考えられるが、その一つとして、人々が男女それ
ぞれに対してステレオタイプ（固定観念）に基づくバイア
スを抱いているという指摘がある。それらの偏見が、女性
の政治参画や企業での昇進に無意識のうちに影響している
可能性がある。
　また、女性が選挙に立候補したり、会社で昇進したりす
ることをためらわせてしまうような制度や環境が日本に存

在し、それが思わぬ形で個人の行動に大きく影響している
のかもしれない。あるいは、女性の方が男性に比べて資
源が限られているせいなのかもしれない。
　このような様々な可能性や課題について、世界中の社会
科学者たちが科学的アプローチの下で、サーベイや実験
などのデータに基づき、様々な研究を実証的に行っており、
新たな知見が蓄積されつつある。
　アメリカにおいては、2016年の大統領選挙に主要政党
初の女性大統領候補としてヒラリー・クリントンが立候補
し、事前予測を裏切る形で敗れて以降、政治学分野でジ
ェンダー研究が加速している。選挙制度やクオータ制度
導入の効果といった研究だけでなく、女性候補の掲げる政
策、見た目、話し方などの影響をめぐる研究にも射程が広
がっている。同様の動きは、政治学に留まらず、経済学や
社会学、心理学など、社会科学の他の分野においても見
られる。
　以下の図は、英文学術誌に掲載された論文全体に占
めるジェンダーまたは女性に関連する学術論文の割合が、
1971年から2020年に至るまで、どう推移してきたかを示
したものである。80年代に家族やフェミニズムに注目が集
まった社会学を除き、政治学、経済学、心理学のいずれ
の分野も、ジェンダーと女性に関する論文数が増えている

ことが見てとれる。
　それらの研究成果は、その多くがアメリカをはじめとす
る海外の事例に基づくものではあるが、日本において男女
格差が生じるメカニズムとその解決方法を考える上で、エ
ビデンスや手掛かりを与えてくれるものであり、非常に有
益であると考えられる。
　残念ながら、こうした最先端の研究成果は、学術界の
共通言語である英語で発表されることが多く、日本のメデ
ィアや政策実務家の間ではまったくといっていいほど知ら
れていない。さらに、学術論文の中では比較的高度な統
計手法と専門用語が用いられ、大学院でトレーニングを受
けていない非専門家の人たちにとって、その内容を理解す
るのは容易ではない。そのため、政策形成過程において、
これらの学術的エビデンスに基づかない感情論や「べき」
論、個人の経験や少数の個別具体的な事例を元に、議論
が交わされている傾向が見られる。
　また、研究者の側でも、研究成果を社会に還元するた
めの取り組みが十分になされているとはいえず、研究成果
を政策実務家やメディアにわかりやすく伝える努力をする
必要があるといえよう。

　以上の社会的背景と問題意識から、このプロジェクトで
は、政治学、経済学、社会学、心理学の各分野を代表す
る研究者が集まり、これらの社会科学分野においてジェン
ダーに関する最新の研究動向や成果を、メディア関係者や
政策実務家、一般の人々向けに、日本語でわかりやすく紹
介していく。それにより、男女格差の問題に関する学術的
知見へのアクセシビリティを高めていきたいと考えている。
　さらに、最新の知見を解説するだけでなく、日本の文脈
の中でそれらがどのように活かせるのか、女性の社会進出
の阻害要因や促進策、クオータ制導入による効用や影響
など、日本における政策への応用可能性やその課題につい

て提示することで、この問題に関する政策論議を充実させ
ることを目指している。
　特に最新の学術的知見とエビデンスに基づき、日本に
おいてどのような制度や仕組み作りをすることで男女共同
参画が促進されるのか、また社会の中でどのような懸念
や障壁が存在し、それらをどう乗り越えるのかといった
課題に取り組んでいくために貢献したいと考えている。
　こうした目的を達成させるため、研究者、メディア関係
者、政財界の政策実務家の3グループを交えた懇談会を定
期的に実施し、日本における学術的知見の社会的ニーズ
や男女共同参画社会の形成と促進のための政策課題につ
いて意見交換を行っていく計画である。
　また、学術的成果を日本語で紹介していくにあたって、
これを大学院生や若手研究者をトレーニングする場として
も活用していきたいと考えている。エビデンスをわかりやす
く伝え、受け手のリテラシーを高めるための手助けとなる
書き方を学ぶ機会を提供することで、日本の社会科学に
おける研究者の情報発信・コミュニケーション能力を向上
させていこうと考えている。
　ジェンダーに関しては、既存研究では応えられていない
謎や研究テーマがまだまだたくさんある。トレーニングセ

日本の男女共同参画社会の現状と
プロジェクトの狙い

日本でも広がりつつある
ジェンダー不平等への問題意識

出所：Web of Science により筆者作成
注：「Women」「Female」または「Gender」が論文タイトルに含まれる学術論文が全
体に占める割合を各分野ごとに示す

図　ジェンダーや女性に関する学術論文割合の推移（1971-2020年）
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ッションを通じてこう
した研究への関心を
高めるとともに、大
学院生や若手研究者
が、将来的に政策形
成に貢献しつつ日本
から海外へ研究を発
信することができる
政策研究人材になる
ことも期待している。
ぜひ幅広くご協力い
ただければ幸いであ
る。
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当選できる確率を低く見積もること、また、弁護士や
党員などの「政治家予備軍」においても女性は男性よ
りも数が少ないことが示されている。さらに、政党リ
ーダーによる候補者公認において女性候補者を選びに
くいことが、スペインを対象とした研究で判明している。
　 第3に、当選した場合でも、政党のリーダーに上り
詰めることは難しい。女性が党首などのリーダー職に
就けるのは、「火中の栗を拾う」がごとく、その政党
が危機に直面している状況である傾向が先進国比較
研究により指摘されている。また、カナダの研究では、
女性の政党リーダーの方が解任されやすいという、ガ
ラスの天井ならぬ「ガラスの崖」の存在も指摘されて
いる。
　では、どのような解決策があるのだろうか。すでに
よく知られているのは、選挙制度における比例代表制
と女性議員枠（クオータ）の導入である。クオータ制
に関しては、いったん女性議員が増加すると、この
制度が撤廃されたあとでも女性議員の割合は高止ま
りすることがインドの研究で示されている。最近の政
治学研究が示唆するもう一つの視点は、ロールモデ
ルの存在である。アメリカなどを対象とした研究では、
優れた女性政治リーダーの増加や活躍により、政治
家を目指す若い女性が増えることや、女性政治家のパ
フォーマンスが向上することが指摘されている。こう
した知見は、日本のジェンダーと政治をめぐる状況を
考える際にも有用であろう。　

　政治学におけるジェンダー研究は、ここ数十年で注
目されるようになった新興の分野である。その多くは、
伝統的に分析されてきた政治学の様々なテーマに関
してジェンダーの視点を加える形で進展している。例
えば、内戦研究というテーマでは、被害者の間での
男女差は伝統的には無視されてきたが、最近になって、
女性の性被害が起こりやすい内戦とそうでない内戦の
違いに関する研究が出てきている。ここでは、ジェン
ダー視点を伴った研究のうち、本プロジェクトの趣旨
に近い、政治参加に関連する最近の研究動向を紹介
したい。
　これまでの多くの研究で、女性の政治参加、特に、
女性政治家の増加が、様々な望ましい効果につなが
ることが実証的に示されている。例えば、教育や子
育て支援のための予算増加、女性雇用促進政策の立
法化、さらには、このような政策変化の帰結として
の乳幼児死亡率の低下などである。一方で、女性議
員の割合が少ない国の方が、女性による消費が多い
製品に対する関税が低く設定される傾向があるなど、
女性政治家が少ないことで女性の福利厚生が男性に
比べ阻害されていることも示されている。
　このように、女性の政治参加は理念上だけでなく、
生活を豊かにする上でも望ましいことがわかっていな
がら、実際には日本を含めた多くの国で女性の政治
分野での進出はなかなか進まない。その理由として、
最近の研究では次のような論点を中心に研究が進ん
でいる。
　第1は、有権者が候補者を評価する際のジェンダー・
ギャップである。これに関しては、複数の研究が有
権者は女性候補をネガティブには評価していないとす
る知見がアメリカや日本を対象に存在はするが、その
一方で、女性は男性に比べるとより高い能力が求めら
れたり、結婚して子どももいることが望ましいとする、
要するに異なる物差しで評価が適用されていることも
アメリカを対象とした研究で示されている。また当選
後も、男性政治家と同じ成果を上げていても、女性

政治学におけるジェンダー研究

Gender Gender

宮本百合
研究主幹

粕谷祐子
研究主幹

心理学におけるジェンダー研究

政治家は評価されにくい
ことを示す研究もある。
　 第2に、 女 性 候 補 者
を確保することが難しい。
アメリカで行われたサー
ベイ調査では、男性より
も女性の方が候補者にな
りたいとそもそも思わな
いこと、男性と同様の職
歴や資格を持っていても

在する。このような女性
のステレオタイプが、リ
ーダーのイメージと適合
しないことが、リーダー
の男女格差に影響すると
いわれている。
　リーダーのイメージと
の不適合性は、女性自身
のリーダーになる動機づ
けや効力感などを低下さ
せることに加えて、女性リーダーに対する偏見や差別
につながることが示されている。例えば、競争的で
独立的な女性は、同じように競争的で独立的な男性
に比べて、極端に支配的であると考えられ、反発を
招くことが実験で示されている。
　ステレオタイプを検証する手法も発展を遂げてきた。
評定尺度などを用いた明示的な測定方法に加えて、
1990年代頃からは反応時間などを用いた暗黙的な測
定方法も開発されてきた。これらの研究で明らかにさ
れてきたのは、本人が意識しなくても保持されている
ステレオタイプがあり、一旦形成されたステレオタイ
プは自動的に活性化するために、意識しないうちに偏
見や差別につながる可能性があるということである。
　このようなステレオタイプや偏見は減らすことがで
きるのだろうか。近年、ステレオタイプや偏見の存在
や問題を示すだけでなく、それらのバイアスを減らす
介入実験を行い、その効果を実証的に検証する研究
が増えてきている。そこでは色々な介入方法が提唱さ
れているが、各自が意識しないうちに持っているバイ
アスに気づくことでバイアスを減らす動機を高めるこ
とや、バイアスを減らすための具体的な方法（ステレオ
タイプに反する事例を考える、他の集団の人の視点に立つ
など）を学び、繰り返し練習することの重要性などが
指摘されている。
　今後、本プロジェクトを通じて、心理学分野におけ
るこのような研究とそこから得られるインプリケーシ
ョンについて詳しく紹介していきたい。

　心理学におけるジェンダーの研究は多岐にわたる。
本論では、男女間の不平等を生み出し、その維持に
関わる要因として盛んに研究されてきた、①性差別主
義（セクシズム）と、②ジェンダー・ステレオタイプに
関わる研究の歴史と動向について、主に社会心理学
の研究に焦点を当てて簡単に紹介する。
　男女間の不平等を支持する態度は、性差別主義と
呼ばれ、様々な形で検証されてきた。1970年代から
研究されてきた古典的な形の性差別主義は、「（社会
経済的に地位の高い）仕事は男性が行い、女性は家事
と子育てに専念すべきだ」というような、伝統的性役
割態度である。伝統的性役割態度は、差別的である
ことが明白なため、欧米だけでなく、日本でも近年は
減少傾向にある。
　しかしその一方で、一見それとはわかりにくい形で
性差別主義が根強く残っていることも示唆されてきた。
例えば、「男性は、女性を養うためには犠牲を払うべ
きだ」「女性には、ほとんどの男性にはない純潔性が
ある」というような一見、女性に対してポジティブな
好意的差別主義が、女性を男性より劣る存在だと考
えるネガティブな敵意的差別主義と共存していること
が実証的に示されてきた。好意的差別主義は、伝統
的性役割に沿った女性に対しては一見好意的であるも
のの、女性を社会的に低い地位に置くものであり、ま
た伝統的性役割に沿わない女性に対する敵意と表裏
一体であるため、男女間の不平等を支える要因となっ
ていることが指摘されている。
　また、社会の中には、男性や女性という社会集団を、
特定の属性や役割行動などに過度に単純化して結び
つけるジェンダー・ステレオタイプが流布している。こ
れらの多くは、伝統的性役割を反映する形で形成さ
れてきたと考えられている。
　1960年代から1970年代にかけて多くなされた性
格特性についてのジェンダー・ステレオタイプの研究
によると、男性を主体性、独立、競争などの特性に
結びつけ、女性を協調性、配慮、従順などの特性に
結びつけるジェンダー・ステレオタイプが多くの国に存

4 5



GenderGender

社
会
学

経
済
学

社会学におけるジェンダー研究 経済学におけるジェンダー研究
奥山陽子
主席研究員

竹ノ下弘久
研究主幹

　また、女性の高等教育
への進学が、将来の家庭
生活への準備と捉えられ、
以前は2年制の短期大学
が女子向けの高等教育機
関と位置づけられ、語学
や文学といった人文系の
専攻分野が多く設置され
ていた。
　近年は短期大学への進

　ジェンダー経済学の知
見のひとつは「ジェンダー
格差と、非効率的な資源
配分は、しばしば表裏一
体」ということだ。
　 ここで「 効 率 的」 と
は、今私たちが手にして
いる資源（モノ、カネ、時
間、能力など）、各人の好
み（選好）、そして制度（ル
ール）のもとで、もっともよい資源の配分─適材適
所─ができている状態のことを指す。逆に非効率と
は、限りあるモノ、カネ、時間、能力を上手く使えて
いない「モッタイナイ」状態である。
　例えば、ある職種で「女性が辞めやすく、男性ばか
りになる」のは、非効率な長時間労働が一因である
こともある。これでは適材適所ならず、モッタイナイ。
働き方を見直すことで、その道に秀でた男女がともに
働き続けることができれば、ジェンダー格差は解消さ
れ、効率性も上がる。
　このようにジェンダー格差の存在はしばしば、社
会に潜む「モッタイナイ」状態の目印だ。この目印を
たよりに、ジェンダー経済学は、「効率的な資源配分
ができていない市場や制度、慣習」の構造を詳らか
にする。そして政策介入や制度の再デザインによって、
格差を解消しながら効率性を高められないかどうか、
検討する。
　以上を踏まえ、本プロジェクトでは、主に諸外国を
分析対象とした実証ジェンダー経済学研究群を紹介す
る。紹介を通じて、その結論のみならず、問いの立て
方や、結論に至るまでの道筋を理解する。また諸外
国の、税務データを中心とした政府統計の活用から
学ぶことも多かろう。
　そしてささやかながら、日本でのジェンダー格差の
議論に役立つことができれば幸いである。

　「男女賃金格差の原因は？」「なぜリーダー職には男
性が多いのか？」「女性リーダーが増えると、何が変
わるのか？」「逆になぜ看護師や保育士などには男性
が少ないのか？」「女性のエンパワーメントと経済成長
の関係は？」
　ジェンダー（男女の社会的性差）によって社会経済
的状態に差が生まれる状況（ここでは「ジェンダー格差」
と呼ぶ）は多岐にわたる。こうしたジェンダー格差に
焦点を当てた研究群は、経済学でも近年存在感を増
している。
　もちろんこれまでも、経済学の各分野の中では、
ジェンダー格差に関わる理論・実証研究が蓄積され
てきた。例えば、女性の労働参加の決定要因や、男
女賃金格差の背景、労働市場における男女差別の構
造を明らかにする研究群（労働経済学、経済史）、男
女の進学率差や専攻の選択差の背景を追究する研究
群（教育の経済学）、政治参加の男女均衡化が公共政
策に与える影響を分析する研究群（政治経済学）、女
性のエンパワーメントと経済発展について論じる研究
群（開発経済学、マクロ経済学）、男女役割規範が生じ
るメカニズムを解明する研究群（経済史、ゲーム理論）
などだ。これら各分野での蓄積は、ジェンダー格差
を対象とする研究群にとっての「縦糸」だ。
　そうした縦糸に、近年欧米では一本の「横糸」が通
されつつある。Gender Economics（ここでは「ジェ
ンダー経済学」と訳す）だ。例えば、2020年には北
米で権威ある全米経済研究所（NBER）に研究所史
上初めて、分野を横断したGender Economicsグル
ープが新設された。
　その背景には①SDGs（持続可能な開発目標）や
# Me Too運動などをきっかけに、ジェンダー格差に
対する世界的な関心が高まったこと、②欧米の経済
学界内でのジェンダー格差解消の取り組み、そしてそ
れらに後押しされながら③経済学においてもジェンダ
ー格差を包括的に議論する必要性が一段と高まったこ
と、などが挙げられよう。

学者は減少傾向にあり、4年制大学に進学する女性も
増加した。とはいえ、大学の専攻分野では男女間の
相違は大きく、理工系分野を志望する女性は非常に
少ない。
　労働市場における男女の不平等については、様々
な観点から研究が行われてきた。出産・育児期にお
ける女性の就労率が低い時代には、女性の労働市場
参加が注目され、出産・育児期の女性の離職と、育
児期後の再就職について分析されてきた。
　育児期後の再就職で、女性はパート労働をはじめ
とする非正規雇用の仕事に就くことが多く、男女の不
平等を正規雇用と非正規雇用との格差と関連づけて
行う研究も多い。政府も、労働市場における男女不
平等の是正に向けて、1986年には男女雇用機会均
等法を、1992年には育児休業法を施行した。
　こうした中、政府レベルや企業レベルでの女性の
就労支援の取り組みが、現実の女性の就労や男女不
平等の是正にもたらす影響についても研究が行われて
いる。労働市場における男女格差は、国際比較とい
う点からも検討され、日本は先進国の中で男女格差
のもっとも大きな国であることが明らかにされている。
とりわけ、人的資本形成をめぐる諸制度が、労働市場
の男女不平等の重要な要因であると指摘されている。
　以上、簡潔に社会階層論から見たジェンダー研究
を概観してきたが、今後も筆者は、社会学におけるジ
ェンダー研究の動向を発信していきたい。

　本論では、主に社会学の立場からのジェンダー研
究について、筆者が専門とする社会階層論の立場か
ら、男女間の不平等に関する研究を中心に紹介しよ
う。社会階層論は、家族、学校教育、労働市場とい
う3つの集団、制度に注目し、こうした集団や制度の
中で生み出された地位を移動する中で不平等が生じ
ると考える。例えば、家族的背景と教育機会の不平
等、学校から労働市場への移行、労働市場参入後の
職業移動が、分析・検討されてきた。
　社会階層論は、1970年代までは男性を中心に格
差・不平等について分析してきた。そこでは、家族・
世帯が分析の単位とされ、男性が稼ぎ手役割を担い、
女性が家事・育児を担うという性別役割分業を前提と
してきた。このような前提から、男性世帯主を中心に
形成される不平等を分析することで、社会全体の不
平等の動向を把握することができると、社会階層論
は考えてきた。
　実際、社会階層論が長年関心を持ってきた親子間
での職業的地位の結びつき（世代間での地位継承、世
代間移動）と機会の不平等に関する研究も、1970年
代までは、父親の職業と息子の職業との関連とその
時代に伴う変化が、大きく検討されてきた。
　こうした社会階層論が有する男性中心的な視点は
批判され、女性を対象とする研究や男女間の格差・
不平等に注目する研究が行われるようになった。社会
階層論の男女間不平等の研究は、教育達成と労働市
場の2つに区分できる。
　教育機会の男女格差の研究は、格差のトレンドと
形成メカニズムを明らかにしてきた。親が家庭内の資
源を男子に優先的に配分する背景に、性別役割分業
がある。男性は稼ぎ手役割を担い、継続的に就労す
るため、より高い学歴を達成することで多くの賃金を
得ることができる。他方で、女性は家事・育児を担う
ことが期待され、出産や子育てにより仕事を辞める可
能性がある。そのため女性は、男性ほど学歴を労働
市場で活用することができない。
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